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�愛媛県告示第１０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市肱川町宇和川３６６７番６から

同町宇和川３６７５番２まで

旧 １６．４～３５．５ ０．０８４

新 １７．６～４５．６ ０．０８４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南１０１７番３から

同町大瀬南１０２７番２まで

旧 ３．６～５．４ ０．０７５

新 ９．５～２３．２ ０．０７５

毎週（火・金）曜日発行 第３０５１号 平成３１年２月１２日

平成３１年２月１２日火曜日 第３０５１号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３１年２月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県基幹ネットワークシステム運用管理・支援及び利用支

援業務の委託

� 委託業務名及び数量

庁内ＬＡＮシステム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

農業土木システム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

土木システム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

端末ログ記録管理システム利用支援業務 一式

テレワークシステム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

� 入札方法

� この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続きにより紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札を行うものとする。

� 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度、平成３０年度及び平成３１年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ「特定調達参加希望」の登録をしている業者で、次の

事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証を取得している者であること。

� 本委託業務と同程度以上のネットワークシステム及び仮想環

境におけるサーバ等の運用管理・支援及び利用支援業務の提供

に関して十分な実績を有し、入札参加資格確認申請書の提出に

より適切かつ確実に委託業務が開始できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中で

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札によ

る場合にあっては、次の掲げる場所へ、持参又は郵送等（書留

郵便等の配達記録が残るものに限る。以下同じ。）により提出

すること。

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成３１年３月２５日（月）から平成

３１年３月２６日（火）午前９時５９分までの電子入札システム稼

働時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例

第３号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」

という。）以外の日の午前９時から午後８時までをいう。以

下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成３１年３月２５日（月）から平成３１

年３月２６日（火）午前９時５９分までの受付時間中（県の休日

以外の日の午前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）

に�に掲げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留
又は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）によ

り提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成３１年３月２６日

（火）午前９時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３１年３月２６日（火）午前１０時

愛媛県庁本館１階 システム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の提出場所及び提出方法

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南１０１７番３から

同町大瀬南１０２７番２まで
平成３１年２月１２日

愛 媛 県 報平成３１年２月１２日 第３０５１号
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監 査 公 表

電子入札により提出すること。ただし、紙入札方式による

場合にあっては、３の�に掲げる場所へ、持参又は郵送等に
より提出すること。

イ 確認申請書の受領期間

� 電子入札による場合は、平成３１年２月１２日（火）から平

成３１年３月８日（金）までの電子入札システムの稼働時間

中に提出すること。

� 紙入札による場合は、平成３１年２月１２日（火）から同年

３月８日（金）までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持
参又は郵送等により提出すること。

ウ 郵送等による確認申請書の取扱い

郵送等により確認申請書を提出する場合は、平成３１年３月

８日（金）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Operation management and Use support service for

Administrative Affairs Local Area Network，１ set

Operation management and Use support service for

Agricultural Engineering System，１ set

Operation management and Use support service for Public

Works System，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２６March２０１９

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９

�公表第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成３１年２月１２日

愛媛県監査委員 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

同 本 田 和 良

同 永 井 一 平

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

学 校 法 人 今 治 精 華 学 園 平成３０年１１月３０日

学 校 法 人 愛 光 学 園 〃

学 校 法 人 パ コ ダ 学 園 〃

公益財団法人愛媛県スポーツ協会 〃

三 浦 保 環 境 賞 実 行 委 員 会 〃

社 会 医 療 法 人 石 川 記 念 会 〃

一 般 社 団 法 人 愛 媛 県 薬 剤 師 会 〃

社 会 福 祉 法 人 コ イ ノ ニ ア 協 会 〃

社 会 福 祉 法 人 来 島 会 〃

有 限 会 社 石 丸 弥 蔵 商 店 〃

愛 媛 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 〃

松 山 商 工 会 議 所 〃

株 式 会 社 伊 織 〃

一 般 社 団 法 人 愛 媛 県 農 業 会 議 〃

今 治 市 〃

愛 媛 県 酪 農 業 協 同 組 合 連 合 会 〃

新 居 浜 市 〃

社 会 福 祉 法 人 光 明 会 〃

社 会 福 祉 法 人 陽 成 会 〃

社 会 福 祉 法 人 心 生 会 〃

社 会 福 祉 法 人 鶴 寿 会 〃

公 益 財 団 法 人 愛 媛 の 森 林 基 金 平成３０年１２月２０日

公益社団法人愛媛県シルバー人材セン
ター連合会 平成３１年１月１０日

（監査の結果）

平成２９年度において実施された上記団体に対する次の補助金等に係る

出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね

良好と認められた。

事 業 主 体 補助金等の
名 称 補助対象事業等 補 助 対 象

事 業 費 等 補助金額等

学校法人
今治精華学園

平成２９年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

今治精華高等学
校の運営費

１６０，
６５３，７２３円

７１，
７９８，０００円

〃 〃 今治精華幼稚園
の運営費

６４，
３８５，６３３円

３２，
９２５，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県私立
高等学校授
業料減免事
業補助金

低所得世帯の授
業料軽減補助
（今治精華高等
学校）

１，
５１３，６００円

１，
５１３，６００円

〃 平成２９年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

今治精華幼稚園
の子育て相談事
業等

１，
３１０，０００円

１，
３１０，０００円

学校法人
愛 光 学 園

平成２９年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

愛光高等学校の
運営費

５５４，
６２０，７９４円

２２０，
６５６，０００円

〃 〃 愛光中学校の運
営費

４８７，
０２５，００９円

１９５，
９８０，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県私立
中学校等授

低所得世帯の授
業料軽減及び実
証事業運営費

４，
５９３，４００円

４，
５９３，４００円

愛 媛 県 報平成３１年２月１２日 第３０５１号
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業料軽減実
証事業費補
助金

（愛光中学校）

〃 平成２９年度
愛媛県私立
高等学校等
外国語指導
助手招致事
業費補助金

ＪＥＴプログラ
ムによる外国語
指導助手の招致
（愛光高等学校）

４，
３３２，５８７円

２，
１６６，０００円

学校法人
パ コ ダ 学 園

平成２９年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

パコダ幼稚園の
運営費

５０，
５１７，５１４円

３３，
４２１，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金（幼
稚園特別支
援教育費補
助）

パコダ幼稚園の
障がい幼児教育
に係る運営費

５，
５６６，７１９円

３，
９２０，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

パコダ幼稚園の
子育て相談事業
等

１，
３１０，０００円

１，
３１０，０００円

公益財団法人
愛媛県スポーツ
協会

平成２９年度
国民体育大
会派遣事業
費補助金

国民体育大会参
加者の派遣経費

４２，
５６７，６５９円

４２，
５５０，２５８円

〃 平成２９年度
愛媛県体育
協会機能強
化費補助金

競技力向上担当
常務理事及びリ
ーダーの設置等

２０，
６５９，８５８円

１８，
０００，０００円

〃 平成２９年度
国民体育大
会ユニフォ
ーム購入費
補助金

国民体育大会用
ユニフォームの
購入

９，
１０４，９７０円

９，
１００，０００円

〃 平成２９年度
ジュニアス
ポーツ支援
事業費補助
金

ジュニアスポー
ツの振興支援

９，
８９６，０４２円

９，
８９６，０３７円

〃 平成２９年度
愛媛県スポ
ーツ医科学
指導者派遣
等事業費補
助金

ジュニアスポー
ツ等に関するス
ポーツ医科学指
導者派遣

２，
４７１，５６０円

２，
４７１，５６０円

三浦保環境賞実
行委員会

平成２９年度
愛媛県環境
保護活動顕
彰・啓発事
業費補助金

環境保護活動顕
彰・啓発事業に
係る実行委員会
運営

５，
０４２，１２３円

５，
０００，０００円

社会医療法人
石 川 記 念 会

平成２９年度
愛媛県病床
機能分化連
携基盤整備
事業費補助
金

病床機能分化・
連携推進基盤整
備

３６，
２７２，４４８円

１４，
０６９，０００円

〃 〃 地域医療ネット
ワーク基盤整備

１７，
６１９，１２０円

８，
８０９，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県病院
群輪番制病
院設備整備
事業費補助
金

病院群輪番制病
院として必要な
医療機器の購
入・整備

４，
９９９，３２０円

２，
２２２，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県院内
保育事業運
営費補助金

院内保育事業運
営費
（ＨＩＴＯ病院）

４３，
４８９，０００円

６，
０４８，０００円

一般社団法人
愛媛県薬剤師会

平成２９年度
愛媛県薬剤
師支援事業
費補助金

在宅医療支援薬
剤師等普及事業

９，
３５７，０００円

９，
３５７，０００円

〃 〃 薬剤師確保事業 ２，
５８１，０００円

２，
５８１，０００円

社会福祉法人
コイノニア協会

平成２８年度
愛媛県児童
福祉施設等
施設整備事
業費補助金

建築工事費、初
度設備費
（松山信望愛の
家）

５２１，
２６４，８００円

３２７，
２４１，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県児童
福祉施設等
施設整備事
業費補助金

建築工事費
（松山乳児院）

１４６，
８８０，０００円

３８，
５９６，０００円

社会福祉法人
来 島 会

平成２８年度
愛媛県障が
い児（者）
施設等施設
整備費補助
金

建築工事費
（今治市子育て
応援ステーショ
ンばんび）

２０７，
９００，０００円

１０５，
５６０，０００円

有限会社
石丸弥蔵商店

平成２９年度
輸出用加工
食品等競争
力強化事業
費補助金

輸出用加工食品
等の開発・改良
等

３，
９３０，０００円

３，
９３０，０００円

愛媛県中小企業
団体中央会

平成２９年度
愛媛県中小
企業団体中
央会補助金

中小企業の組織
化及び中小企業
組合の育成指導

１４２，
４８９，９７６円

１２６，
７１６，８５１円

松山商工会議所 平成２９年度
小規模事業
経営支援事
業費補助金

経営改善普及事
業等

１９８，
９４６，７２９円

１７９，
６３１，５０８円

株式会社
伊 織

平成２９年度
首都圏愛媛
発信拠点整
備事業費補
助金

首都圏における
物産・観光発信
拠点の開設・運
営

４９，
１８８，７８８円

２４，
３４１，０００円

一般社団法人
愛媛県農業会議

平成２９年度
愛媛県農業
委員会交付
金等

農業委員会ネッ
トワーク機構負
担金、農業委員
会活動強化対策
事業、都道府県
農業改善推進支
援事業、広域的
な農地調整利用
活動等への支援
事業

３１，
３２６，６０１円

２８，
５０９，０００円

今 治 市 平成２９年度
えひめ次世
代ファーマ
ーサポート
事業費補助
金

新規就農者受入
体制整備支援、
就農準備研修支
援、就農定着支
援

３４，
０２３，０６８円

１２，
３９４，０００円

愛媛県酪農業協
同組合連合会

平成２９年度
愛媛県乳用
牛群検定等
推進事業費

牛群検定（乳成
分分析検査等）
の実施

３，
９１１，７２０円

１，
２５４，０００円

〃 平成２９年度
酪農生産基
盤強化対策
事業費補助
金

高能力牛群整備
（子牛の育成、
繁殖管理等）

５８，
９８２，２００円

１４，
３４２，１８２円

新 居 浜 市 平成２９年度
新ふるさと
づくり総合
支援事業費
補助金

地域づくり推進
事業

２２，
５４９，８９１円

８，
１１１，０００円

社会福祉法人
光 明 会

平成２９年度
愛媛県軽費
老人ホーム
事務費補助
金

ケアハウス水の
里の運営費

３３，
８９９，３７６円

２７，
９０１，０００円

社会福祉法人
陽 成 会

〃 ケアハウスリー
フガーデンあさ
くらの運営費

２１，
１４４，４８０円

１５，
８８８，０００円

社会福祉法人
心 生 会

〃 ケアハウスオリ
ーブの運営費

３８，
１４９，８１７円

２４，
７２４，０００円
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正 誤

�������
�公表第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成３１年２月１２日

愛媛県監査委員 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

同 本 田 和 良

同 永 井 一 平

�������
�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成３１年２月１２日

愛媛県監査委員 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

同 本 田 和 良

同 永 井 一 平

�正 誤

平成３０年３月２７日付け第２９６１号愛媛県告示第３１５号（急傾斜地崩

壊危険区域の指定）中

社会福祉法人
鶴 寿 会

〃 ケアハウスひま
わり苑の運営費

１２，
３８０，５４１円

６，
５７２，０００円

公益財団法人
愛媛の森林基金

平成２９年度
愛媛県造林
事業補助金

森林環境保全直
接支援、環境林
整備等

８，
６１７，０００円

４，
６０９，３８５円

〃 平成２９年度
広葉樹林化
モデル事業
費補助金

広葉樹植栽、下
刈等

８，
６７０，９７９円

４，
０６１，５９４円

公益財団法人
愛媛県シルバー
人材センター連
合会

平成２９年度
愛媛県シル
バー人材連
合会運営費
補助金

愛媛県シルバー
人材センター連
合会運営費

１７，
４９７，１７３円

６，
９００，０００円

〃 平成２９年度
愛媛県高齢
者活用・現
役世代雇用
サポート事
業費補助金

高齢者活用・現
役世代の雇用サ
ポート

３，
９３０，００６円

１，
９５１，０００円

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

愛媛エフ・エー・
ゼット株式会社

設立
平成５年４月３０日

資本金額
３，４２７，０００，０００円

県出資額
９３６，０００，０００円

平成３０年１２月１９日

松山空港ビル株式
会社

設立
昭和５３年１１月１日

資本金額
１，１２５，０００，０００円

県出資額
３００，０００，０００円

〃

松山観光港ターミ
ナル株式会社

設立
平成１０年４月２３日

資本金額
６００，０００，０００円

県出資額
２５６，０００，０００円

〃

公益財団法人
愛媛県埋蔵文化財
センター

設立
昭和５２年６月９日

基本金額
５００，０００，０００円

県出捐額
５００，０００，０００円

〃

公益財団法人
愛媛県スポーツ振
興事業団

設立
昭和４９年１２月２５日

基本金額
７５０，２０３，５４４円

県出捐額
５００，０００，０００円

平成３０年１２月２０日

公益財団法人
愛媛の森林基金

設立
昭和６１年５月１０日

基本金額
１，０５１，１３０，０００円

県出捐額
４００，０００，０００円

〃

（監査委員の除斥）

松山観光港ターミナル株式会社に係る監査の実施について、地方自治

法第１９９条の２の規定により、本田和良監査委員を除斥した。

（監査の結果）

平成２９年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好と認められた。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

愛媛エフ・エー・ゼット株式会社 平成３０年１２月１９日

松山観光港ターミナル株式会社 〃

株式会社レスパスコーポレーション 平成３０年１２月２０日

公益財団法人愛媛県スポーツ振興事業
団 〃

（監査委員の除斥）

松山観光港ターミナル株式会社に係る監査の実施について、地方自治

法第１９９条の２の規定により、本田和良監査委員を除斥した。

（監査の結果）

平成２９年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

愛媛エフ・エー・ゼット株
式会社

愛媛国際貿易センター １１２，６８４，０００円

松山観光港ターミナル株式
会社

松山観光港ターミナル ３０，４１４，０００円

株式会社
レスパスコーポレーション

愛媛県生涯学習センター及
びえひめ青少年ふれあいセ
ンター

１５６，１００，０００円

公益財団法人
愛媛県スポーツ振興事業団

愛媛県総合運動公園 １９９，１０５，０００円

〃 愛媛県武道館 １５９，０３２，５６０円
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